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【全日検有額回答】
�





５４９号





１１月２４日（金）　１４：００～１５：３０　


第４回検数労連１７冬季一時金交渉　　　両協会有額回答提示。


日検協会：全国平均　４４６，７８４円＋α


全日検：全国一人平均　４５０，１２３円＋α


要求との関係で不満を表明！　次回交渉（11／28）までに修正を求める。























【日検協会有額回答（要旨）】


（１）支給額　職員・雇員


（本給＋家族手当）×2.0ヵ月＋都市加算＋α


（194,456円×8,770円）×2.0ヵ月＋40,332円＋α


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国平均446,784円＋α





（２）試用期間中の職員


｛（本給＋家族手当）×2.0ヵ月＋都市加算＋α｝


　　　　　　　　　　　　　　　0.8×在籍日数／180日





（３）支給日　平成２９年１２月８日





（４）支給対象者　平成２９年１２月８日現在、在籍の職員、雇員





（５）計算期間　　平成２９年６月１日より平成２９年１１月３０日までとする。





（６）その他の取り扱いは、従来どおりとする。


　　　　　　　以上





【第４回交渉】


　１１月２４日（金）第４回検数労連１７冬季一時金交渉で、両協会は左記のとおり有額回答を提示しました。


【日検協会有額回答】


　前回の交渉でも説明したが、直近の平成２９年上半期収益は検査関係では微増であったものの、鉄鋼・木材関係では減となった。支出については人件費等でプラスとなっている。そのような状況下で、労組要求を最大限考慮し、乗率については２ヵ月を維持したが、企業経営の安定が前提で直近の事業利益を重




































































視した回答であり、これ以上の修正は困難であることを理解願いたい。


【全日検有額回答】


　有額回答にあたり、平成２９年収支をはじめ、昨冬をベースに上回るよう回答構築を行った。


　１０月の台風の影響や、中国向け廃プラの減など不安材料がある中で、組合要求を考慮して乗率を引き上げた。また、一律を従来Ａ・Ｂで分けていたが、今一時金から職務経験を考慮した勤続年数で配分した。


　現回答は組合主張を考慮した中で最大限努力した回答であり















































【全日検有額回答（要旨）】


（１）支給額　算式


算　　式（本給＋役付）×乗率＋一律＋α


職員平均（205,496円）×1.713＋98,108円＋α


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国一人平均450,123円＋α





（２）一　律


5年未満　86,000円　10年未満88,500円　15年未満　91,000円


　　20年未満  97,000円　20年以上　170,000円





（３）α＝調整加算・特別評価





（４）その他身分


　　準職員　半年未満　30,000円　1年未満　60,000円　5年未満80,000


　　　　　　円　10年未満120,000円　10年以上140,000円


　　契約雇員　150,000円





（5）支給日　平成29年12月8日（金）


　　　ただし、5銀行営業日前までの妥結意思表明を条件とする。





その他


　①　支給当日の在籍者に対し、平成29年12月1日現在の身分給与により計算し支給する。


　②　支給計算期間について　平成29年5月1日～10月31日


　③その他取り扱いは、従来通りとする。　　　　　　　　　　　　　　以上





（５）計算期間　　平成２９年６月１日より平成２９年１１月３０日までとする。





（６）その他の取り扱いは、従来どおりとする。


　　　　　　　以上





これ以上の修正は困難であることを理解願いたい。


【組合主張】


　組合は休憩をはさみ、回答を分析。両協会に対して次の通り主張を行いました。


【全日検に対して】


①昨冬比プラス回答となっており、一定評価できる。


②乗率について、昨冬比プラス０．３１３ヵ月上積みしており


一定評価できる。


③家族手当および地域年齢手当については、回答算式に入っておらず不満である。


④『特別評価』については不要












































であり、原資の全体配分を求める。


【日検協会に対して】


①都市加算について、労組要求に応じた回答になっており一定評価できる。


②昨冬比プラス回答となっており一定評価できる。


③昨夏比マイナス回答となっており不満である。


【両協会に対して】


①要求との関係では未達となっており、上積み修正を求める。





次回交渉　１１月２８日（火）


１０時～










































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


